







































普 通校 マ ドラサ 実験校 特殊校 合計
2002／03 6303 ，（93．5％） 420 （6．2％） 39 （0．6％） 8 （0．1％） 6770
2003／04 7013 （93．1％） 473 （6．3％） 38 （0．5％） 8 （0．1％） 7013
























1957年 国家教 育省 の設置
1961年 教育改 革へ の取 り組みの開始
1974年 教 育改革の常任事務局の設置 と，就学計画の決定
1987年 ニジェール教育計画 の作成，国家教育図書委員会の設置
1998年 教 育基本法 （laLoiNO98－12dulerjuin1998）の制定
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出所：Ministbredel’Educationnationale，hmmmesdelEnseknementduPremierdqr6，1990．より作成
しかしながら，01ivirerMEUNIERの研究によると（24），実際の教育現場では大部分の教員が生産実
習活動の指導研修を受講しておらず，子どもたちを指導することが困難な状況であったという。また，
生産実習活動の成果を評価するすべがなく，小学校の卒業資格試験（25）との関連もないことが理由と
なり，想定されていたような授業が実施されることは稀であった。生産実習活動に割り当てられた大
部分の時間は，一部の子どもたちによる掃除の時間に費やされることが多く，期待されたような成果
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は得られなかった（26）。
また保護者の中には，機織や藁編みなどの，社会的に価値が低いとされる仕事を子どもに学ばせる
ことを嫌い，生産実習活動に対して不満を示す者もいた。更に農村部では，活動に必要な井戸などの
水資源や活動資金を得ることができず，生産実習活動の実施は難航を極めた（27）。
4．生産実習活動への取り組み事例
以上に見てきたように，生産実習活動は制度的にはカリキュラムとして位置づけられているもの
の，実際に活動が実施されている学校は多くない。しかしながら，近年NGOや各国援助機関による
支援が行われ，一部の地域では活発な活動が行われている。本項ではその一例としてJICA（国際協
力機構）による生産実習活動支援を取り上げる。
（1）JICAによる生産実習活動支援
ニジェールの中央部に位置するタウア州では，JICAの学校運営支援プロジェクト（住民参画型学
校運営改善計画）が実施されている。このJICAプロジェクトでは，学校周辺の住民が学校運営へ積
極的に参加するためには地域住民のニーズを反映した学校づくりが不可欠であるとしており，生活で
実践できる生産実習活動の充実に取り組んでいる（28）。同プロジェクトでは，生産実習活動の推進に
際して以下の4点が必要であると分析している（29）。
①　生産実習活動に関する地域住民の参画，協力
（参　生産実習活動についての関係者の共通理解
③　地域のニーズを反映した活動選出
（り　児童の自主性の促進
この4点を踏まえ，JICAでは，生産実習活動の実施形態には，教員に指導される「教科としての
生産実習活動」ではなく，課外活動としての実施が適切であると判断し，「APP（生産実習活動）ク
ラブ」の導入を行っている。
このAPPクラブの導入に先立ち，児童，教員，地域住民への生産実習活動の重要性の説明，活動
の選出，活動ごとの責任者の選出などが行われている。APPクラブはタウア州のコこ県とブザ県の
68校を対象に設置されており，そのうちの58校が活動を行っている。通常の学校の時間割で授業の
補習時間として害川当てられている，金曜の午後に活動を実施する学校が多い（30）。
（2）活動内容
プロジェクトの対象校であるタウア州ブザ県に位置するタマ小学校と，イレラ県のコツサ第一小学
校の生徒と学校運営委員会役員（31），母親会のメンバーに対して聞き取り調査を実施した（32）。
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（カタマ小学校
タマ小学校では過2時間を生産実習活動に割り当てており，調理や畑の柵作りの他，タマ村の歴史
を題材とした演劇，合唱などの文化活動，かご製品やゴザの作成などを行っている。また，創造性を
養うために低学年の活動に図工を取り入れるなどの工夫もされている（33）。
加えて，生徒によって生産されたかご製品や布製品などの販売ルートを確立し，その売り上げを学
校内の活動資金や講師費用に補填しようとする試みもなされていた（34）。
また，学級を受け持つ教員の生産実習活動への理解が得られるように，APPクラブの導入に先立ち，
生産実習活動の概要や児童心理学などを学ぶ教員研修も開催されている。
タマ小学校では，児童，教員，地域住民の中からそれぞれクラブ責任者が選出され，各責任者によ
る話し合いを通じて活動計画が立てられている。タマ小学校の生産実習活動で特徴的であるのは，活
動を指導する講師が，国語や算数などの通常科目を教える教員のみでなく，指導しうるだけの技術を
持った母親会のメンバーや，近隣の住民であることである。一仮に教員が指導することのできない活動
が活動計画に設定された場合には，教員は計画の運営面の管理を主に行い，技術指導は保護者や学外
の地域住民に任せている。これによって，教員に不足していた技術が補われるだけでなく，地域住民
が生産実習活動を通して学校活動に積極的に参加できるようになっていた。
②コツサ第一小学校
コツサ第一小学校では，タマ小学校ほど活発な活動は実施されておらず，生活実習活動の枠内で落
花生畑の増設が行われているのみであった（35）。
どちらの学校も生産実習活動に充てる経費を地域住民や保護者からの寄付（労働の提供を含む）で
成り立たせているものの，コツサ第一小学校では，直接学校に関わることが可能な距離に住んでいる
住民から活動資金を捻出していた。一方，タマ小学校ではその経費がナイジェリアへ出稼ぎに出てい
る村出身者から出資されており，実際に学校周辺で生活している住民や保護者からは拠出されていな
い（36）。このことから，生産実習活動の資金源の違いが，活動計画の立て方や，教員や保護者の積極
性に影響を及ぼしているとも考えることができる。
調査で訪問したタウア州の小学校の他，首都ニアメ市のガルバート第2小学校でも生産実習活動へ
の積極的な取り組みが報告されている（37）。しかし，別途聞き取り調査を実施したティラベーリ州サー
イ県に位置するトロデイー小学校では，生産実習活動の時間を設けて学校菜園を行ってはいるもの
の，農機具や活動資金の不足などから，実際の活動頻度は少ない（38）。
生産実習活動は，教員の積極性や学校の財政状況に大きく左右されるため，学校や地域によって実
施の度合いも一定ではないことがわかった。
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5．おわりに
本稿では，ニジェール共和国の生産実習活動の導入背景と現在の実践状況の調査を通じ，生産実習
活動が円滑に実施されるための条件を考察することを目的とした。生産実習活動の試験的な導入の背
景には，母語を教授言語とした小学校の拡大や，ニジェール固有の文化の見直し，人材育成の取り組
みなどにみられる，ニジェール文化を推進するいくつかの教育政策があった。生産実習活動が正式な
カリキュラムとして位置付けられるのは，経済の立て直しに重点が置かれた80年代であり，その導
入には，社会文化的な生産活動をカリキュラムの中に組み込むことで，教育をより実践的なものにし
ようとする目的があった。しかし，独立以降，生産実習活動を指導できる教員の数は減っており，ニ
ジェール全土での取り組みは依然として改善の余地があることが判明した。
ただし一部の例ではあるが，タウア州の調査で見られたように，生産実習活動が活発に行われてい
る学校も存在していた。教員による教授という一般的な授業の形態ではなく，保護者や地域住民が教
員とともに子どもの指導にあたることで，活発な活動の実施を可能にしていたのである。
生産実習活動で習得する内容は，本来，親類や近隣の住民との生活の中で学ぶものであるが，これ
まで円滑な実施がなされてこなかった学校では，工芸品の生産や学校菜園などを形式的に導入するの
みで，活動の指導者や，実施の形態を工夫するまでには至っていなかった。生産実習活動の普及が国
難であった理由としては，学校の財政面の問題もあるが，国語や算数などの通常科目のように実生活
から索離した形で教員によって指導される生産実習活動では，持続させるのが難しいという点も指摘
できる。ニジェールは多民族国家であり，各地域によって異なる文化が形成されている。一般の教員
養成研修では通常科目に関する研修が実施されるため，多様な地域文化を背景とした生産実習活動に
教員研修のみで対応していくことは難しい。生産実習活動の実施に際しては，本来これらの活動の知
識の伝達に密接に関わっていた，地域住民や保護者などの教育の担い手も考慮に入れ，実施方法につ
いて検討する必要があるのではないだろうか。
今後は，ニジェールの文化を形作る各民族の知識の伝達がどのように行われてきたのか，また，イ
スラム教の浸透以降，その伝達形態がどのように変化してきたのかについて調査していきたい。さら
に調査を通じ，ニジェールにおける知識の伝達形態が生産実習活動や学校教育にどのように影響しう
るのかを考察していきたい。
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